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研究成果の概要（和文）： 本研究テーマ「べトナムの農村経済の変容とミクロ分析」に沿った研究者代表、および分
担者3名、協力者1名の合計5名により過去3ヵ年の間に行なってきた現地調査と研究会の積み重ねの結果として、最終年
に次のような成果が得られている。それらは、既に論文8本（序文含む）にまとめられており、本年度中に弘前大学出
版会より『ベトナム農村の組織と経済：比較制度分析の視点で（仮）』として書籍出版を行なう予定となっている。

研究成果の概要（英文）： In the final year the following result has been obtained through the field survey
 and the discussion meeting held each year by four regular researchers and part time one along our researc
h theme "The Changing Village Economies in Vietnam and Its Micro Analysis".
 Totally eight papers including preface will be publisized in a book titled "The Village Organization and 
Economies in Vietnam; From the View of the Comparative System Analysis" by Hirosaki University Publishing 
within this year.
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１．研究開始当初の背景 
 社会主義経済下の農村では、集団的生産

体制と、投入財の国家配分、生産手段の共

同所有、低価格での農産物の強制的買上げ

により手元に余剰が全く残らない仕組みに

なっており、生産性向上のインセンテイブ

も生まれなかった。ドイモイ開始後、政府

は早々と個人農制、土地の長期賃借制度に

切替え、1994年には農村の工業化、近代化

に関する方向性を提示し、2000年以降にな

るとより一層工業化による発展奨励を強く

してきている。しかし、ベトナム農村の多

くは、依然として自給自足経済、非貨幣経

済の中にあり、ベトナムの農林水産業の

GDPに占める割合は 2009年度で 20.1％、

農村人口は 70.6％と、遅れた農業国からの

脱皮は困難を極めている。他方、ベトナム

農村経済を取り巻く環境も、AFTA、

ACFTA や WTO 加盟で予想される国内外

での競争激化や、都市との所得格差拡大に

より、年々厳しさが増してきている。 

農村経済発展の主要因である農業近代化

の実現に向けて労働生産性の向上を図るに

は、労働者一人当たりの耕地面積を増やし

て規模の拡大を図り、土地生産性を高める

ことが必然である。それには、まず第一に、

過剰労働力をいかに適量かつ適切に移出す

るか、という問題に関して、石川滋が唱え

るルイス型工業化を補完する可能性を持つ、

農村内の労働力とそれを扶養する食糧の移

転を伴うことなく工業化を進展させる農村

工業化がベトナム発展戦略の一つになりつ

つある。第二に、資本を始めとする投入資

源の安定供給を図る仕組みが構築されなけ

ればならない。そして、第三は、農業生産

性の向上に役立つ技術や市場情報の十分な

提供が保障されなければならない。近代化

を目指して、経済合理的なマインドをもつ

生産主体の育成とともに、上記の制度化や

組織化、市場経済補完的なシステム形成を

図ることが何よりも重要なのが本研究の背

景である。 

 

２．本研究の目的 

農村経済発展の要としての農業が生き残

っていくためには国際競争力を持ちうる産

業に転換していかなければならず、いかに

近代化できるかが重要な課題である。しか

し、市場経済化が不十分であり、政策によ

ってポジテイブな成果を引き出せない中で

の近代化は容易ではない。そこで、本研究

では、農村における近年の組織化や制度化

に注目し、特に、中央政府と末端生産主体

の間に位置づけられる中間組織である、マ

イクロファイナンス組織、新合作社、末端

地方行政組織等を取り上げて、それぞれの

具体的な制度化、新たな機能や役割とそれ

らの相互関係が、不完全な市場の欠陥を補

い、今日の農村経済の低発達性の隘路を克

服できる可能性をもつものであることを、

ベトナムの現地調査に精通している研究代

表者、分担者による豊富な事例をもって検

証することを本研究の目的とした。 

本研究では、市（thi xa）や町（thi tran）

レベルの行政組織体による工芸村（lang 

nghe）、工村（cong thon）のような取り組

みや、政府とは独立に試みられようとして

いる市場主導型（market-led）の政策的誘

導や様々な制度化のあり方を始め、近年北

部ハノイ市近郊農村で見られるようになっ

たマイクロファイナンス組織を含めた資金

供給システム、再編成された合作社（Hop 

tac xa）や協作組(To hop tac)、農民会等の

機能を、そして、それら各組織の相互関係

についても、北部と南部の農村でのデータ

収集や丹念な聞き取り調査、アンケート調

査を行って実態を明らかにしながら、それ

らが農業近代化の実現にとってどのように

有効性を発揮できるのか、果たして市場経

済補完的な機能を果たしうるのかどうか、



また、依然として残る制約的要因は何かを、

組織・制度分析のアプローチを使って考察

を加えた。 

 
３．研究の方法 
農村経済の問題は、できるだけミクロな

レベルでの現状把握や分析が求められるに

もかかわらず、ベトナムでは依然として物

理的な制約が多いために、これまでのとこ

ろ、特に、その内部構造や制度、経済主体

の貸出し行動、借入態度にまで踏み込んだ

分析は極めて少ない。我々は、長年ベトナ

ムの現地フィールド調査と深く関わってき

た経験があり、また研究拠点やネットワー

クも持っている。それらを活かしながら、

農村経済の問題をより包括的視点で、組織、

システム面からのアプローチで捉え、現地

スタッフの協力を得て事例を収集し、専門

的な議論を積み重ねながら、フィードバッ

クを得て分析結果を導き出すことにした。 

主な方法としては、次の 4点に焦点を当

てた。 

（１）調査対象となる農村それぞれの概要

と、市場主導型の産業政策策定主体となっ

ている社（行政村）の人民委員会、貧困削

減委員会等の村内の組織構造や、組織間関

係を明らかにした上で、それらが行う工業

化戦略や基金の設立、工業団地の設置、様々

なインセンテイブ制度形成に関する独自の

あり方を探る。そして、それらが、果たし

て余剰人員問題も含めて農村経済が抱える

課題の解決を促すような組織化、制度形成

であるのか、遅れた市場化を補完すべく有

効性を発揮できるものなのかについて、そ

の成功事例を取り上げながら検討すること

とした。 

（２）政府データを用いて、農家の経済階

層別の貯蓄形態と消費構造の変化を確認し、

その上で、農家の資金調達構造を明らかに

すると同時に、特に担保を持たない、小額

の借り手に対する資金供給機関、中でも近

年普及し始めたマイクロファイナンス組織

の貸出し方法を調査する。それが、従来型

の伝統的手法とどう異なるか、グループ制

貸付の成功例として名高いバングラデイシ

ュのグラミン銀行の手続きとの違いとも併

せて把握しながら、この組織がより情報の

非対称性の問題を軽減し、リスク回避的、

コスト節約的であることを検証することと

した。また、農村における外部金融市場の

欠陥を補い、農業近代化を進めるべく、資

金調達能力の低い農家への資金源として重

要な役割を果たしていることを明らかにす

ることとした。 

（３）再編成された合作社や、南部の協作

組、農民会等の自生的、半自生的組織の担

当範囲と本来の機能、例えば、必要な技術

の導入、投入財の供給、市場情報の提供、

人材の育成等が、どのような取引形態や支

援、仕組みの中で進められてきたのか、ま

た北部での安全野菜フードシステムの在り

方を調査し、そこでの様々な試みが農業の

近代化や集約化、商品化、流通化を促進さ

せ、市場とどう対峙しようとしているのか

を検討することとした。 

（４）上記の農村経済における組織化やシ

ステム化がどういった経済合理性を持った

ものであるのか、また市場を補完する機能

を備えているのかどうかを実態的な側面か

ら明らかにするだけでなく、それら組織や

制度の相互依存的な関係を包括的な視点で

検討し、議論を行なった。これにより、移

行国としての特殊性だけでなく、普遍的な

課題の指摘と解決へのインプリケーション

を導き出そうとしてきた。 

（５）最後に、伝統的時代から統制社会主

義の時代まで遡ってベトナム農村の国家と

の関係、その存立基盤、すなわち伝統的、

自治的、相互依存的な共同体の有り方と共

に、統治する村落構造を探る。そして、そ



れらが今日の農村の組織化にどのように継

承されてきているのか、残存している履歴

性を明らかにすること、それを通して農村

内の諸制度や組織がどのように結び付いて

いるのかを併せて、歴史制度分析の視点で

解明する。 

 

４．研究成果 

上記の方法に沿って研究を進めてきた。

研究者代表、および分担者 3名、協力者 1

名の合計 5名により過去 3ヵ年の間に行な

ってきた現地調査と研究会の積み重ねの結

果として、最終年に次のような成果が得ら

れている。それらは、既に各３２０００字

前後の論文 8本（序文含む）にまとめられ

ており、本年度中に弘前大学出版会より『ベ

トナム農村の組織と経済：比較制度分析の

視点で（仮）』として書籍出版を行なう予定

となっている。 
それぞれの論文テーマは以下の通り。 
秋葉まり子 
１． 序文、序論（共著） 
２． 「中間組織と農業問題」 
３． 「農村金融と資金配分」 
坂田正三 
４．序論（共著） 
５．「中間組織としての農村大衆団体の変化」 
荒神衣美 
６．「メコンデルタ農業における中間組織の
組織論理」 
高梨子文恵 
７．「ハノイ市安全野菜フードシステムにお
ける中間組織」 
白石昌也 
８．「ベトナム農村社会における中間組織：
歴史的観点からの試論」 
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